
綾町まち・ひと・しごと創生総合戦略　重点目標及びＫＰＩ（重要業績成果指標）等実績評価シート 資料５－２

重点項目
基本的
方向

担当課

福祉保健課

A B C D E F G H I J K L M N

主要施策 施策の概要 ＫＰＩ
現況

(計画策定時）
目標値 出典等 No. 実績値 評価に対する説明 主な取組の内容及び成果 課題 課題を踏まえた方向性

主要施策に関連する事務事業など
※下線付きは都市圏ビジョンに位置付

けられている事業
担当課

１－１　結婚・
出産支援の充
実

○関係機関との連携による結婚希
望者に出会いの場を提供する。
○妊娠・出産に関する情報提供を行
うとともに、妊婦検診の受診率向上
に努め、助産師・保健師による相談・
訪問など、安心して出産できる環境
を整備する。
○不妊に悩む人達の相談に応じると
ともに、不妊治療費の助成を行う。

妊婦検診受診率
99％
(H26)

100％
(H31)

福祉保健課
調べ

1
98.8%
（H27)

H26年度とほぼ同
数値であるが、思
想的な受診拒否者
が数名あるため順
調ではない

受診の確認していない妊
婦に対し訪問や電話で受
診勧奨を行っている。

思想的な理由による受診
拒否など、妊婦健診を一度
も受けたことがないという
ケースをなくす。

自然派分娩などの思想的な理
由により妊婦健診の受診拒否
される方へ、母子の適切な健
康管理や分娩へのリスクなど
の情報を伝えるとともに積極的
アプローチにより、受診率向上
を図り、すべての妊婦が安心し
安全な環境で出産できる環境
を整ええる。

・児童対策費
・出生率向上対策
・母子保健対策費
・不妊治療費助成事業
・妊婦・乳児健康診査（医療機関委
託）
・妊産婦・新生児訪問指導事業
・妊婦・出産包括支援事業

福祉保健課

母子保健指導延
べ件数（妊婦・産
婦・乳幼児）

527件
(H26)

540件
(H31)

福祉保健課
調べ

2
526件
（H27）

H26年度とほぼ同
数値であるため順
調

母子手帳発行時や乳児相
談時に丁寧に相談に応じ
ている。

乳児相談の参加者は毎回
決まっているので多くの保
護者に参加してもらう。

妊娠・出産・育児に関する情報
を多くの人にしってもらい安心
して妊娠・出産・育児できる環
境を整える。

福祉保健課

乳幼児健康診査
受診率

90.5％
(H26)

93.0％
(H31)

福祉保健課
調べ

3
91.5%
（H27）

H26年度より１％受
診率が伸びている
ため順調

未受診者に対して訪問や
電話等で受診勧奨を行っ
ている。再度の受診勧奨に
より1歳半児健診で10人、3
歳半児健診で17人受診し
ている。

乳幼児健診全体の受診率
は昨年と変わらないがそれ
ぞれの健診をみると1歳半
児健診3歳半児健診受診
率は約２～５％低下してい
るのでこれらの健診の受診
率アップが必要。

健診を受けることで病気や障
害又育児上の保護者の困り感
を早期に発見し必要な支援に
早期につなぐ。

福祉保健課

保育所等の空き
待ち児童数

0人
(H27)

0人
(H31)

福祉保健課
調べ

4
0人

（H27)
待機児童が0人な
ので順調

公立・私立保育所等に割
振って、待機児童がでない
ように対応している。

保育士が不足しているの
で、適正な人員の確保をし
ていきたい。

ハローワークに求人募集して
いる。

福祉保健課

保護者学習会の
参加率

90％
(H26)

100％
(H31)

福祉保健課
調べ

5
92％

（H27）

90％～100％の出
席率で、夫婦での
参加も増えた為順
調

役員の協力を得ながら各
保育所では、様々な学習
会を実施し、高い出席率と
なっている。

学習会に参加してほしい保
護者が来てくれない。ま
た、各保育所のイベント等
の出席者率は高いが、講
演会等は低い。

学習会に出席できなかた保護
者に対しては、個別に面談等
を行って対処している。

福祉保健課

6
綾幼稚園運営に関する経
費補助として200万円を交
付

－ － ・綾幼稚園運営補助 教育総務課

子育て支援の充実

■若い世代の結婚・妊娠・出産・子育ての希望がかなうように、個人の気持ちを後押しし、選択の幅を広げる取組を推進します。
■子どもたちに幸せの実感が得られるように、親の子育てや家事に対する認識を高め、子育ての時間を豊かにします。
■多様なライフスタイルや社会情勢の変化に柔軟に対応するために、保育環境の充実やスキルの高い保育士の育成を推進します。
■幼少期から教育を通して、地域資源や社会資源を生かしたキャリア人財を育成し、地域への愛着や関心を高めます。
■子育て支援施設の有する情報を充実させ、関係機関との連携強化や一元的な対応により、子育て世代が利用したり、相談したりしやすい環境を整備します。

重点目標
現況値

(計画策定時）
目標値 出典等 実績値 評価に対する説明

子育て環境の充実度
46.3％
(H26)

49.1％
(H31)

総合長期計画アンケート －
H31.10確定予定

次回アンケートH31.7実施予定

１－２　乳幼児
の健康の保持
と増進

○子どもの医療費の継続により、児
童の健康維持を図る。
○子育てに関する情報提供を行うと
ともに、保健師・助産師などによる乳
幼児の相談・訪問などの充実を図
る。
○乳児健診・１歳児健診・１歳半児健
診・３歳半児健診などの受診率向上
に努め、病気や障害の早期発見に
努める。

・子どもの医療費
・予防接種
・１歳６ヵ月児健康診査（乳幼児健康
診査事業）
・３歳６ヵ月健康診査
・５歳児相談事業

１－３　多様な
保育サービス
の提供

○保育士の確保と質の向上に努め、
多様なニーズに応じた保育サービス
の充実を図る。
○おやじの会や保護者学習会を通じ
て親心を育て、相互に信頼できる良
好な保育環境づくりを図る。

・児童運営費（認可保育所等におけ
る広域事業）
・綾保育園等運営費
・一時預かり事業
・すくすく保育支援事業
・ファミリーサポートセンター事業
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綾町まち・ひと・しごと創生総合戦略　重点目標及びＫＰＩ（重要業績成果指標）等実績評価シート

重点項目
基本的
方向

担当課

福祉保健課

A B C D E F G H I J K L M N

主要施策 施策の概要 ＫＰＩ
現況

(計画策定時）
目標値 出典等 No. 実績値 評価に対する説明 主な取組の内容及び成果 課題 課題を踏まえた方向性

主要施策に関連する事務事業など
※下線付きは都市圏ビジョンに位置付

けられている事業
担当課

子育て支援の充実

■若い世代の結婚・妊娠・出産・子育ての希望がかなうように、個人の気持ちを後押しし、選択の幅を広げる取組を推進します。
■子どもたちに幸せの実感が得られるように、親の子育てや家事に対する認識を高め、子育ての時間を豊かにします。
■多様なライフスタイルや社会情勢の変化に柔軟に対応するために、保育環境の充実やスキルの高い保育士の育成を推進します。
■幼少期から教育を通して、地域資源や社会資源を生かしたキャリア人財を育成し、地域への愛着や関心を高めます。
■子育て支援施設の有する情報を充実させ、関係機関との連携強化や一元的な対応により、子育て世代が利用したり、相談したりしやすい環境を整備します。

重点目標
現況値

(計画策定時）
目標値 出典等 実績値 評価に対する説明

子育て環境の充実度
46.3％
(H26)

49.1％
(H31)

総合長期計画アンケート －
H31.10確定予定

次回アンケートH31.7実施予定

資料５－２

放課後児童クラ
ブを利用できな
い児童数

0人
(H27)

0人
(H31)

福祉保健課
調べ

7
0人

（H27）
待機児童が0人な
ので順調

当初は定員70名をオー
バーしたが希望者全員を
受け入れた。

児童数に対して職員の数
が十分でない。

H28年度に職員採用し対応す
る。

・放課後児童対策
・児童館管理運営
・遠隔地児童通学扶助

福祉保健課

8

宮崎市立倉岡小学校及び
小戸小学校を中心とした子
供を対象に本町で合宿しな
がら、農業体験などを通
じ、「生きる力」を学び「命
の尊さ」を体得するととも
に、本町の魅力を感じても
らい、発信していく事業

コーディネイターにより学校
へ営業を行っており、事業
調整が難しく、年２回の開
催が限界。

実施いただける学校や地域の
開拓を行う。また、参加者との
交流拡大や農家民泊などへの
展開を住民主導で目指す。

・子ども農山漁村交流による地域活
性化モデル事業

企画財政課

9

防犯パトロール隊によるパ
トロールを、職員と一緒に
週３回実施している。東諸
防犯協会による大会を１０
月に実施し、防犯への意識
高揚を図った。

防犯パトロールを児童の下
校の時間帯で実施している
が、定期的であるため効果
的でない面がある。

防犯パトロール隊のパトロール
の時間帯は基本的には児童の
下校時間帯で実施するが、不
定期に曜日や、時間帯を変え
て実施する。

・安全な町づくり推進 町民生活課

10

子どもに適した就学先を相
談する場である。専門的な
助言も行っており、年々相
談件数は増加している。
いじめの重大事態に調査
する委員会である。委員会
設置後に重大事態は発生
していない。

相談担当職員が町職員で
ないため、継続的な相談が
困難である。
重大事態が発生した場合
に早急な動きができる準備
（対応等の確認）を行う必
要がある。

長期的に教育・就学相談を担
当できる町職員の配置する。
重大事態が発生しなくても年に
２回程度の会議を設け、重大
事態発生対応の確認を行う。

・教育・就学相談事業
・いじめ防止対策委員会
・遠隔地通学児童スクールバス
・特別支援教育対策事業
・学校給食地産地消推進事業
・ユネスコスクール推進事業

教育総務課

11

青少年教育の一環として、
8/29日から4泊5日の日程
で通学合宿を実施
小学4年生～6年生49名が
参加。

25年度28名、26年度36名、
27年度49名と年々参加者
が増加

本事業は異学年が共同生活を
行いながら通学し、自然体験・
集団の中で活動することを目
的としているが、近年参加参加
希望が多いため、定員を設け
るか、2回に分けて実施する必
要がある。

・放課後子ども教室
・海外ホームスティ（中学生）事業
・三世代ふれあい事業
・通学合宿

社会教育課

１-４　学校教
育・放課後児
童対策の充実

○恵まれた自然環境と多様な文化
的資源を活用し、総合的な学習の時
間や体験活動を充実させ、主体的に
学ぶ態度を育成する。
○自治公民館活動・子ども会活動・
スポーツ少年団活動など、学校外活
動との連携を深め、体験学習やキャ
リア教育などの充実を図る。
○放課後児童クラブを希望する児童
すべてが安全に利用できる環境を整
備し、保護者の仕事と子育ての両立
を支援する。
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綾町まち・ひと・しごと創生総合戦略　重点目標及びＫＰＩ（重要業績成果指標）等実績評価シート

重点項目
基本的
方向

担当課

福祉保健課

A B C D E F G H I J K L M N

主要施策 施策の概要 ＫＰＩ
現況

(計画策定時）
目標値 出典等 No. 実績値 評価に対する説明 主な取組の内容及び成果 課題 課題を踏まえた方向性

主要施策に関連する事務事業など
※下線付きは都市圏ビジョンに位置付

けられている事業
担当課

子育て支援の充実

■若い世代の結婚・妊娠・出産・子育ての希望がかなうように、個人の気持ちを後押しし、選択の幅を広げる取組を推進します。
■子どもたちに幸せの実感が得られるように、親の子育てや家事に対する認識を高め、子育ての時間を豊かにします。
■多様なライフスタイルや社会情勢の変化に柔軟に対応するために、保育環境の充実やスキルの高い保育士の育成を推進します。
■幼少期から教育を通して、地域資源や社会資源を生かしたキャリア人財を育成し、地域への愛着や関心を高めます。
■子育て支援施設の有する情報を充実させ、関係機関との連携強化や一元的な対応により、子育て世代が利用したり、相談したりしやすい環境を整備します。

重点目標
現況値

(計画策定時）
目標値 出典等 実績値 評価に対する説明

子育て環境の充実度
46.3％
(H26)

49.1％
(H31)

総合長期計画アンケート －
H31.10確定予定

次回アンケートH31.7実施予定

資料５－２

子育て支援セン
ター延べ利用者
数

2,422人
(H26)

2,600人
(H31)

福祉保健課
調べ

12
2,834人
（H27）

目標値を達成して
いるので順調

毎週水曜日には、色々な
教室を実施したり、年2回
の町外遠足を行っている。

支援センターを利用したこ
とのない方への呼びかけ

町広報誌での周知や健康セン
ターとの連携して検診時に支
援センターの説明等を行って
いる。

福祉保健課

ファミリーサポー
ト会員数

0人
(H27)

50人
(H31)

福祉保健課
調べ

13
0人

（H27）

サポート養成講座
を実施し参加者７名
あったた為順調

県が事業を利用して、国富
町と合同の子育てサポート
養成講座を行い、本町は7
名の参加があった。

サポート資格には、2日間
の講習と1日の保育実習が
必要

H28年度もサポート養成講座を
国富町で実施し、サポートを確
保していく。

福祉保健課

１-５　子育て
相談機能の充
実

○健康センターなどの関係機関と連
携し、子育て家庭が必要とする情報
の提供や相談体制の充実を図るとと
もに、産前産後のケアや発達に障が
いのある児童の早期支援を行う。
○施設の利用を通じて、保護者同士
による相談・情報交換・学び・新たな
コミュニティづくりが図れるよう、アッ
トホームなイベントの開催に努める。

・子育て支援センター運営費
・総合発達支援センター負担金（保
健対策総務費）
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綾町まち・ひと・しごと創生総合戦略　重点目標及びＫＰＩ（重要業績成果指標）等実績評価シート 資料５－２

重点項目
基本的
方向

担当課

福祉保健課

福祉保健課

A B C D E F G H I J K L M N

主要施策 施策の概要 ＫＰＩ
現況

(計画策定時）
目標値 出典等 No. 実績値 評価に対する説明 主な取組の内容及び成果 課題 課題を踏まえた方向性

主要施策に関連する事務事業など
※下線付きは都市圏ビジョンに位置付

けられている事業
担当課

学校給食におけ
る食材購入の割
合

35.35％
(H26)

37.0％
(H31)

教育総務課
調べ

14
34.52％
(H27)

町内食材は、年々
値上がりしている
が、町補助金額は
変わらない為順調
ではない

学校給食運営委員会を毎
年実施し、仕入れ先等の検
討を行う。
中学校に町雇用の栄養職
員（臨時）を配置し、継続的
な事業が行われる体制づく
りができつつある。

経済的な問題

学校給食地産地消の実績値を
増加させるための方向性
①安い仕入れ先を見つける。
②補助金を増額
③給食費の増額

・学校給食地産地消推進事業 教育総務課

保育給食におけ
る食材購入の割
合

93.0％
(H26)

95.0％
(H31)

福祉保健課
調べ

15
93.0％
（H27）

綾の事業所から優
先的に購入してい
る為順調

地産地消での食材の提供
として、本物センターでの
野菜や綾の米などを提供し
ている。

食物アレルギー食の誤食
や事故の防止、食中毒予
防などの衛生管理など

保護者と面談を行い、個々の
症状に応じた食事提供をして
いく。食中毒については、細目
に手洗い等を行い衛生面に気
を付けていく。

・給食（中坪） 福祉保健課

親子料理教室の
開催回数

1回
(H27)

4回
(H31)

福祉保健課
調べ

16
0回

（H27）

栄養士不在のため
実施できなかったた
め順調ではない

取り組みなし
保育所・幼稚園などと連携
し実施する。

H28年度は各保育所・幼稚園と
連携し実施していく。

心と体の栄養事業 福祉保健課

17

農協青年部が綾小5年生を
対象にお米学習を開催し
た。1年間を通して田植え
から収穫までの体験を実
施するとともに、学習教室
を実施し食の大切さを学ん
だ。

お米だけはなく、他の農畜
産物の取組みを勉強する
機会を設ける。

青年部には様々な作物の生産
者がいるので、他作物の見学
を実施し児童に興味を持たせ
るよう工夫する。

・食育・地産地消推進事業 農林振興課

２-２　高次医
療サービスの
提供

〇宮崎市・国富町・市郡医師会・県
医師会などと連携し広域医療の充実
を図る。

宮崎市郡医師会
病院の移転支援
の実施

－ 実施 － 18 -
取組を行っていな

いため未評価
－ －

宮崎市・国富町・市郡医師会・
県医師会などと連携し広域医
療の充実を図る。

・宮崎市郡医師会病院の移転支援 福祉保健課

医療・福祉の充実

■本町で生産される安心・安全な食材の地産地消と食改善指導の充実提供により、健康長寿社会の実現を図ります。
■地域災害拠点病院である宮崎市郡医師会病院が十分な機能を発揮できるようにします。
■町民が安心して医療サービスを受けられるように、医師や看護師等の人財の育成や確保を図り、安定した医療提供体制を構築します。
■介護ニーズに適切に対応するため、介護に係る人財の育成を図るとともに、有資格者の就業に向けた取組を促進します。
■地域資源を有効に活用するとともに、地域や高等教育機関等との連携により、予防に重点を置いた取組を推進します。
■医療、介護、予防、生活支援、住まいにかかわる多様な主体が連携して、住み慣れた地域での暮らしを支える地域包括ケアシステムを構築し、その取組を推進します。
■高齢者の地域や社会活動への参加に対して、インセンティブを働かせる取組を推進します。
■障がい者やその家族の地域生活における継続性を確保するとともに、障がい者の自立と社会参加を促進します。

重点目標
現況値

(計画策定時）
目標値 出典等 実績値 評価に対する説明

医療体制（地域医療・休日医療など）の充実度
28.6％
(H26)

35.0％
(H31)

総合長期計画アンケート －
H31.10確定予定

次回アンケートH31.7実施予定

高齢者が生き生きと暮らしていると思う人の割合
52.1％
(H26)

60.0％
(H31)

総合長期計画アンケート －
H31.10確定予定

次回アンケートH31.7実施予定

２-１　食育・食
生活の充実

○食生活改善推進員・自治公民館・
教育機関などと連携し、食生活の見
直しから生活習慣病予防の啓発普
及に努める。
○管理栄養士による親子料理教室
など行い、食育活動の充実を図る。
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綾町まち・ひと・しごと創生総合戦略　重点目標及びＫＰＩ（重要業績成果指標）等実績評価シート

重点項目
基本的
方向

担当課

福祉保健課

福祉保健課

A B C D E F G H I J K L M N

主要施策 施策の概要 ＫＰＩ
現況

(計画策定時）
目標値 出典等 No. 実績値 評価に対する説明 主な取組の内容及び成果 課題 課題を踏まえた方向性

主要施策に関連する事務事業など
※下線付きは都市圏ビジョンに位置付

けられている事業
担当課

医療・福祉の充実

■本町で生産される安心・安全な食材の地産地消と食改善指導の充実提供により、健康長寿社会の実現を図ります。
■地域災害拠点病院である宮崎市郡医師会病院が十分な機能を発揮できるようにします。
■町民が安心して医療サービスを受けられるように、医師や看護師等の人財の育成や確保を図り、安定した医療提供体制を構築します。
■介護ニーズに適切に対応するため、介護に係る人財の育成を図るとともに、有資格者の就業に向けた取組を促進します。
■地域資源を有効に活用するとともに、地域や高等教育機関等との連携により、予防に重点を置いた取組を推進します。
■医療、介護、予防、生活支援、住まいにかかわる多様な主体が連携して、住み慣れた地域での暮らしを支える地域包括ケアシステムを構築し、その取組を推進します。
■高齢者の地域や社会活動への参加に対して、インセンティブを働かせる取組を推進します。
■障がい者やその家族の地域生活における継続性を確保するとともに、障がい者の自立と社会参加を促進します。

重点目標
現況値

(計画策定時）
目標値 出典等 実績値 評価に対する説明

医療体制（地域医療・休日医療など）の充実度
28.6％
(H26)

35.0％
(H31)

総合長期計画アンケート －
H31.10確定予定

次回アンケートH31.7実施予定

高齢者が生き生きと暮らしていると思う人の割合
52.1％
(H26)

60.0％
(H31)

総合長期計画アンケート －
H31.10確定予定

次回アンケートH31.7実施予定

資料５－２

夜間急病セン
ター開設日数

365日
(H26)

365日
(H31)

福祉保健課
調べ

19
365日
（H27）

目標値どおりの開
設されている為順
調

－ －
宮崎市・国富町・市郡医師会・
県医師会などと連携し、医療体
制を確保する。

福祉保健課

フレッシュ・消防
団健康診査受診
者数

164人
(H26)

300人
(H31)

福祉保健課
調べ

20
254人
（H27）

受診者が1.5倍に増
加したため順調

H26年度は30歳以上全員
にフレッシュ健診の案内を
送付していたが20歳以上
全員に送付したため受診
者が増えた。

健診結果説明時に来所す
る人が特定健診に比べ少
ない。

若い世代から健診結果を生活
改善に活かしてもらえるような
教室（夜間帯実施）の実施を検
討していく。

福祉保健課

認知症サポー
ター数

481人
(H27)
暦年

900人
(H31)

福祉保健課
調べ

21
488

（H27)

実施回数２回実施
し、若い世代の受

講者も増加している
ため順調

各種団体に対する認知症
サポーター養成講座の実
施

地域に向けて、認知症理
解の啓発が必要

町民向け各種事業や広報等に
おいて、認知症理解の啓発と
養成講座の案内をさらに重ね
ていく

福祉保健課

認知症キャラバ
ンメイト数

34人
(H27)

42人
(H31)

福祉保健課
調べ

22
34

（H27）
実施回数を重ねて
おり順調

認知症サポーター養成講
座の講師の養成で、県が
主催している。（過去実施
回数16回）

地域に向けて、認知症理
解の啓発が必要

今年度も県主催のキャラバンメ
イト養成講座に積極的に参加
者を募り、キャラバンメイトを確
保していく。

福祉保健課

生活支援コー
ディネーターの
配置

0人
(H27)

１人
(H31)

福祉保健課
調べ

23
0

（H27）
H29年度から配置
の予定の為未評価

取り組みなし 人材の確保

H28年度中に包括支援セン
ター職員、もしくは専門職の研
修参加を重ね、H29年度配置
に向け、検討していく。

福祉保健課

２-３　地域医
療サービスの
確保

○宮崎市・国富町・市郡医師会・県
医師会などと連携し、夜間急病セン
ター・小児診療所・在宅当番医制共
同事業運営などの医療体制を確保
する。
○フレッシュ健診・消防団健診など
の受診を促進し、若い世代から健康
づくりの意識を高め、事後指導・相談
による生活習慣病などの予防を推進
する。

・共同利用型病院負担金事業
・夜間急病センター管理運営負担
金事業
・在宅当番医制業務委託事業
・総合発達支援センター運営費負
担金
・宮崎歯科福祉センター負担金事
業
・ガン検診事業
・もりりん健康マイレージ事業

２-４　地域包
括ケアシステ
ムの構築

○関係団体などと連携し、介護にか
かる人財の育成や質の向上などを
図るとともに、人財の定着に向けた
取組を検討する。
○認知症サポーター養成講座の充
実とともに、老人認知症疾患の早期
発見・早期治療の体制整備を推進す
る。
○高齢者の運動の習慣化を目指し
て、自治公民館活動や社会体育と連
携し、介護予防教室などでの運動指
導に取り組み、健康増進を図る。
○住み慣れた地域や家庭で引き続
き生活できるよう、介護サービスの
充実を図るとともに、認知症に関す
る正しい知識の普及を図り、周囲の
人が適切に対応できる環境を整え、
公民館活動などへの積極的参加を
促進する。
○地域における医療や福祉の相談
等の支援体制を確保するため、関係
機関や公共施設等の連携を強化す
るとともに、複合的な相談機能等の
向上を図る。

・町単独高齢者福祉事業
・配食サービス事業
・軽度生活援助事業
・地域包括支援センター運営事業
（地域包括支援センター費）
・介護認定審査会共同運営事業
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綾町まち・ひと・しごと創生総合戦略　重点目標及びＫＰＩ（重要業績成果指標）等実績評価シート

重点項目
基本的
方向

担当課

福祉保健課

福祉保健課

A B C D E F G H I J K L M N

主要施策 施策の概要 ＫＰＩ
現況

(計画策定時）
目標値 出典等 No. 実績値 評価に対する説明 主な取組の内容及び成果 課題 課題を踏まえた方向性

主要施策に関連する事務事業など
※下線付きは都市圏ビジョンに位置付

けられている事業
担当課

医療・福祉の充実

■本町で生産される安心・安全な食材の地産地消と食改善指導の充実提供により、健康長寿社会の実現を図ります。
■地域災害拠点病院である宮崎市郡医師会病院が十分な機能を発揮できるようにします。
■町民が安心して医療サービスを受けられるように、医師や看護師等の人財の育成や確保を図り、安定した医療提供体制を構築します。
■介護ニーズに適切に対応するため、介護に係る人財の育成を図るとともに、有資格者の就業に向けた取組を促進します。
■地域資源を有効に活用するとともに、地域や高等教育機関等との連携により、予防に重点を置いた取組を推進します。
■医療、介護、予防、生活支援、住まいにかかわる多様な主体が連携して、住み慣れた地域での暮らしを支える地域包括ケアシステムを構築し、その取組を推進します。
■高齢者の地域や社会活動への参加に対して、インセンティブを働かせる取組を推進します。
■障がい者やその家族の地域生活における継続性を確保するとともに、障がい者の自立と社会参加を促進します。

重点目標
現況値

(計画策定時）
目標値 出典等 実績値 評価に対する説明

医療体制（地域医療・休日医療など）の充実度
28.6％
(H26)

35.0％
(H31)

総合長期計画アンケート －
H31.10確定予定

次回アンケートH31.7実施予定

高齢者が生き生きと暮らしていると思う人の割合
52.1％
(H26)

60.0％
(H31)

総合長期計画アンケート －
H31.10確定予定

次回アンケートH31.7実施予定

資料５－２

生涯学習講座参
加者延べ人数

7,000人
(H26)

8,000人
(H31)

社会教育課
べ

24
自治公民館：7,111人
   町公民館：3,509人

（H27)

生涯学習推進員を
中心に活発な取組
みがされており順
調

21地区の生涯学習推進員
により、多様な講座を開設
○講座数
　自治公民館：146講座
　町公民館：26講座

生涯学習推進員の設置の
ない地区民も他の地区の
講座に参加できることと
なっており、特になし

今後も住民要望により講座の
充実を図る

・公民館生涯学習講座 社会教育課

運動教室参加者
延べ人数

783人
(H26)

12,000人
(H31)

福祉保健課
調べ

25
1032人
（H27）

運動教室を毎週開
催する地区が増え
ている為順調

楽々運動教室の実施。
運動教室を実施している地
区が順調に増加するかが
課題である。

全国１００万人会員増強運動に
基づいた加入促進をし参加者
を増やす。

・高年者クラブ活動費 福祉保健課

２-６　障がい
者の自立と社
会支援の促進

○関係機関と連携し、就労支援施設
などの機能強化を支援し、障がい者
の雇用・就労の促進を図るとともに、
福祉サービスの提供により、障がい
のある方の自立意識の高揚と社会
参加の促進を図る。

障がい者相談支
援利用者数

20人
(H26)

20人
(H31)

福祉保健課
調べ

26
19人

（H27）
目標値をほぼ達成
しているので順調

関係機関と連携した、障が
い者への相談支援・個別の
計画相談。

障がい者の方の社会参加
のさらなる推進。

関係機関と連携し、障がい者
施設の機能の充実を図りま
す。

・障がい支援区分認定審査
・障がい者地域生活支援事業（障
がい者地域支援事業）
・町単独障がい者扶助
・町単独高齢者福祉事業

福祉保健課

２-５　高齢者
の生きがいの
場の創出

○高齢者の福祉施設等における活
動に対し、換金可能なポイントを付
与するなど、高齢者の社会参加を促
進する。
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綾町まち・ひと・しごと創生総合戦略　重点目標及びＫＰＩ（重要業績成果指標）等実績評価シート 資料５－２

重点項目
基本的
方向

担当課

総務税政課

企画財政課

A B C D E F G H I J K L M N

主要施策 施策の概要 ＫＰＩ
現況

(計画策定時）
目標値 出典等 No. 実績値 評価に対する説明 主な取組の内容及び成果 課題 課題を踏まえた方向性

主要施策に関連する事務事業など
※下線付きは都市圏ビジョンに位置付

けられている事業
担当課

３-１　既存ス
トックの有効
活用

○自治公民館や関係団体等と連携
し、空き家バンクへの登録促進と情
報発信をするとともに、空き家再生
事業による住環境整備を行う。

空き家再生事業
件数
（累計）

22件
(H26)

27件
(H31)

総務税政課
調べ

27
22

（H27）
計画通りに進捗し
ているため順調

申し出のあった空き家を改
修し、町有住宅として5年
間、移住者等へ貸し出す

空き家の掘り起こし情報が
弱いうえに入居希望者の
ニーズも多くなかなかまと
まりにくい

空き家情報の収集を公民館長
などを通じ行い、整理やＨＰや
ＳＮＳなどによる情報発信力の
強化を図る。

・綾町空き家情報バンク事業
・町有住宅維持管理（空き家再生事
業）

総務税政課

３-２　スマート
シティの取組
の推進

○住宅用の太陽光発電システムな
どの再生可能エネルギー利用システ
ムの設置費用負担軽減を図り、再生
可能エネルギーの地産地消を図る。

再生可能エネル
ギー補助実績件
数（累計）

107件
(H26)

165件
(H31)

企画財政課
調べ

28
123件（+16件）

（H27）

導入が進むととも
に、再生可能エネ
ルギーの有効活用
や省エネにつな
がっているため順
調

【補助金額】
SF社製：4万円/1Kwh
SF以外：3万円/1Kwh
上限：4Kwh
住宅新築に併せた設置が
増加し、エネルギーの効率
的運用への関心が高くなっ
ている。

太陽光発電システムもある
程度普及し、補助申請件数
も減少している。
停電時や災害時の対策と
して、蓄電池や家庭用燃料
電池の設置補助について
の問い合わせが増えてい
る。

太陽光発電システムの普及が
進んだため、補助金額を下げ、
今後は、蓄電池の普及を図る
などを検討する。

・太陽光発電システム設置事業 企画財政課

防災士資格取得
者数（累計）

52人
(H27)

150人
(H31)

総務税政課
調べ

29
78人

（H27）
計画通りに進捗し
ているため順調

防災士資格者の増加を図
るため、消防団や公民館を
通じ広く周知し、受講者拡
大を図った。

資格取得者のスキルの向
上などフォローアップが出
来ていない。

H28年度からフォローアップ研
修もスターとする

総務税政課

消防団員数
210人
(H27)

210人
(H31)

総務税政課
調べ

30
205人
（H27）

H26年度に定数210
名に増としたが、今
年度において幽霊
団員の解消による
実動性向上を図っ
たため減少したが、
入団予定者もいる
ため順調

消防活動のみでなく、地域
リーダーとしての育成を
図っている。

以前は町内の就業者や自
営業者が多く安定的確保
が図れたが、近隣市町で
のサラリーマンが増加した
ことに伴い、消防団活動に
参加できない団員が増加。
幽霊団員を退団させた。

就業する事業所に対し、消防
団活動に理解いただけるよう
県・広域で協力し取り組みた
い。

総務税政課

居住環境の充実

■空き家等の既存ストックの流通を促進するとともに、地域振興など他の施策と連携した取組を推進します。
■環境を次世代に引き継ぐため、再生可能エネルギーを有効に活用し、域内における多様なエネルギーの効率的な運用を図ります。
■安定した消防体制を構築するとともに、郷土愛護の精神を育み、防災のリーダーとなる人財の育成、防災や減災に適切に対応する環境を整備します。
■ごみ減量やリサイクルに対する意識の向上を図るとともに、環境美化や河川浄化の取組を推進します。
■森林の保全を図るとともに、木材の多面的な活用を推進します。
■地域活動や住民活動を担う人財を育成するとともに、相互に活動内容を共有し、多様な主体の連携を促進することで、地域の活性化を図ります。
■関係機関や関係団体が連携して、移住希望者が求める情報提供や魅力発信を行うとともに、移住相談、移住後のフォローアップ等の支援体制を強化します。

重点目標
現況値

(計画策定時）
目標値 出典等 実績値 評価に対する説明

防災体制の満足度
44.3％
(H26)

55.0％
(H31)

総合長期計画アンケート －
H31.10確定予定

次回アンケートH31.7実施予定

都市部からの転入者数
（直近５カ年平均）

354人
(H26)

360人
(H31)

企画財政課
調べ

349
町有住宅化可能な空き家ストックが少なく都市部の空き家希望者の
要望にこたえることが困難となっているため、若干の下方修正を検
討する。

３-３　防災対
策の推進

○防災士資格取得などにより、防災
リーダー育成を推進するとともに、町
民一斉防災訓練により、高齢者など
の災害弱者の安全確保に配慮した
災害時の対応や行動など、防災知
識の普及と防災意識の高揚を図る。
○消防設備及び消防団活動の充
実・強化を図るとともに、団員の確保
に努る。 ・広域消防負担金

・消防団活動
・消防団地域活性化事業
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綾町まち・ひと・しごと創生総合戦略　重点目標及びＫＰＩ（重要業績成果指標）等実績評価シート

重点項目
基本的
方向

担当課

総務税政課

企画財政課

A B C D E F G H I J K L M N

主要施策 施策の概要 ＫＰＩ
現況

(計画策定時）
目標値 出典等 No. 実績値 評価に対する説明 主な取組の内容及び成果 課題 課題を踏まえた方向性

主要施策に関連する事務事業など
※下線付きは都市圏ビジョンに位置付

けられている事業
担当課

居住環境の充実

■空き家等の既存ストックの流通を促進するとともに、地域振興など他の施策と連携した取組を推進します。
■環境を次世代に引き継ぐため、再生可能エネルギーを有効に活用し、域内における多様なエネルギーの効率的な運用を図ります。
■安定した消防体制を構築するとともに、郷土愛護の精神を育み、防災のリーダーとなる人財の育成、防災や減災に適切に対応する環境を整備します。
■ごみ減量やリサイクルに対する意識の向上を図るとともに、環境美化や河川浄化の取組を推進します。
■森林の保全を図るとともに、木材の多面的な活用を推進します。
■地域活動や住民活動を担う人財を育成するとともに、相互に活動内容を共有し、多様な主体の連携を促進することで、地域の活性化を図ります。
■関係機関や関係団体が連携して、移住希望者が求める情報提供や魅力発信を行うとともに、移住相談、移住後のフォローアップ等の支援体制を強化します。

重点目標
現況値

(計画策定時）
目標値 出典等 実績値 評価に対する説明

防災体制の満足度
44.3％
(H26)

55.0％
(H31)

総合長期計画アンケート －
H31.10確定予定

次回アンケートH31.7実施予定

都市部からの転入者数
（直近５カ年平均）

354人
(H26)

360人
(H31)

企画財政課
調べ

349
町有住宅化可能な空き家ストックが少なく都市部の空き家希望者の
要望にこたえることが困難となっているため、若干の下方修正を検
討する。

資料５－２

ごみの総排出量
2,027ｔ
(H26)

1,950t
(H31)

町民生活課
調べ

31
2,224t
（H27）

全体的に増加して
いる。特に、不燃ご
みと粗大ごみの増
加が目立つため順
調ではない

広報誌によるごみの出し方
の周知を図っている。不燃
ごみの４１％増、粗大ごみ
の４４％（昨年比）は、例年
からすると急激な伸びと
なっている。

ごみ量全体で約１０％増
（昨年比）となっており、可
燃ごみの減量化が課題で
ある。また、不燃ごみ、粗
大ごみの増加が著しいた
め注意が必要である。

不燃・粗大ごみの増加は単年
的なことも考えられるため注視
していくとともに、広報誌などに
よる、ごみの減量化の周知徹
底により、可燃ごみに含まれて
いる資源ごみの分別徹底を図
る。

・河川浄化対策事業
・廃油せっけん製造
・エコクリーンプラザみやざき運営
管理費
・生ごみ収集管理費
・ごみ減量啓発事業（宮崎県４Ｒ推
進協議会負担金）

町民生活課

木材利用推進事
業件数

2件
(H26)

10件
(H31)

農林振興課
調べ

32
2件

（H27）

本事業は工務店の
果たす役割が大き
いが、工務店が利
用しずらい事業内
容であったため、実
績が伸びなかった
ため順調ではない

この事業により、約2haの
山林の伐採から植林という
経済林循環を果たせた。

町内には伐期を迎えた経
済林は多く存在しているた
め、事業の利用率を上げる
ことで、循環をさらに広めて
いくこと。

事業の利用率を上げるため
に、事業内容をH28年度から変
更。工務店にとって更に利用し
やすくなったため、利用率が上
がるか要観察。

・森林整備事業
・綾産木材利用推進事業
・木質燃料ストーブ普及事業

農林振興課

自治公民館加入
率

79.7％
(H26)

81.5％
(H31)

社会教育課
調べ

33 -

公民館加入世帯の
中には、隠居世帯
もあり、住基世帯の
捉え方と違いがあ
るため、現段階での
数値評価はできな
い。
H29.6確定予定

転入時、役場窓口での自
治公民館加入案内の配
布。
館長、班長による勧誘

転入者の増加による自治
公民館未加入

災害時におけるコミュニティ活
動の重要性を転入時に案内

・文化財・古墳史跡管理（綾城管
理・文化財史跡調査事業）
・公民館費
・三世代ふれあい事業
・公民館生涯学習講座
・芸術文化対策事業（民俗芸能伝
承事業）
・花いっぱい運動
・綾町民体育大会

社会教育課

34

町政座談会により、地域住
民と膝を交え、事業説明や
地域の課題を吸い上げ、
円滑な事業の実施や支援
を行う。
対話の充実により、協働で
のまちづくりが円滑に進ん
でおり、公民館活動が盛ん
である。

公民館や団体などに参加
しない町民との対話の場が
ない。

団体活動に参加していない個
人の意見を吸い上げるため、
メールによる提案や意見を今
後も求めていく。

・町民との対話・発信事業（地域と
町民活動の元気創出活性化事業）

企画財政課

35

高年者クラブでは、シル
バーボランティアによる友
愛訪問活動などを行い、高
齢者が相互に支援する活
動を行っている。

会員の減少。

全国１００万人会員増強運動に
基づいた加入促進をし参加者
を増やす。　　　　　　もりりん健
康マイレージ事業の任意事業
で、公民館活動などのボラン
ティア活動も対象とする。

・高年者クラブ活動費
・もりりん健康マイレージ事業

福祉保健課

３-４　環境保
全の推進

○ＥＳＤ（持続的な開発のための教
育）の理念に基づき、学校教育から
社会教育に至るまで環境教育を展
開し、自然環境や生物多様性に対す
る意識や知識を高める取組を推進す
る。
○「綾町水を守る会」と一体となっ
て、川をきれいにする条例を町民一
人一人が遵守し行動できるよう推進
するとともに、流域自治体の連携の
もと、河川浄化対策を推進する。
○本町産木材利用推進事業などの
助成事業により、伐期を迎えた地元
産出木材による住宅などの建築を推
奨するとともに、山林所有者への助
成を行い、循環型の山林経営を推進
する。

３-５　地域コ
ミュニティの活
性化

○自治公民館施設整備の支援を行
うとともに、中核となる人財の育成に
努め、自主的な自治活動を促進す
る。
○住みよい地域づくりを目指し、自治
公民館連絡協議会が定めた「４つの
目標、18の実践」の支援に努め、自
治公民館と行政の連携を図る。
○多種多様な地域の課題解決のた
め、自治公民館と連携し、ニーズに
即したサービスを提供するとともに、
ソーシャルビジネスやコミュニティビ
ジネス等の視点を含めた取組を推進
し、自立性の高いコミュニティの形成
を図る。
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綾町まち・ひと・しごと創生総合戦略　重点目標及びＫＰＩ（重要業績成果指標）等実績評価シート

重点項目
基本的
方向

担当課

総務税政課

企画財政課

A B C D E F G H I J K L M N

主要施策 施策の概要 ＫＰＩ
現況

(計画策定時）
目標値 出典等 No. 実績値 評価に対する説明 主な取組の内容及び成果 課題 課題を踏まえた方向性

主要施策に関連する事務事業など
※下線付きは都市圏ビジョンに位置付

けられている事業
担当課

居住環境の充実

■空き家等の既存ストックの流通を促進するとともに、地域振興など他の施策と連携した取組を推進します。
■環境を次世代に引き継ぐため、再生可能エネルギーを有効に活用し、域内における多様なエネルギーの効率的な運用を図ります。
■安定した消防体制を構築するとともに、郷土愛護の精神を育み、防災のリーダーとなる人財の育成、防災や減災に適切に対応する環境を整備します。
■ごみ減量やリサイクルに対する意識の向上を図るとともに、環境美化や河川浄化の取組を推進します。
■森林の保全を図るとともに、木材の多面的な活用を推進します。
■地域活動や住民活動を担う人財を育成するとともに、相互に活動内容を共有し、多様な主体の連携を促進することで、地域の活性化を図ります。
■関係機関や関係団体が連携して、移住希望者が求める情報提供や魅力発信を行うとともに、移住相談、移住後のフォローアップ等の支援体制を強化します。

重点目標
現況値

(計画策定時）
目標値 出典等 実績値 評価に対する説明

防災体制の満足度
44.3％
(H26)

55.0％
(H31)

総合長期計画アンケート －
H31.10確定予定

次回アンケートH31.7実施予定

都市部からの転入者数
（直近５カ年平均）

354人
(H26)

360人
(H31)

企画財政課
調べ

349
町有住宅化可能な空き家ストックが少なく都市部の空き家希望者の
要望にこたえることが困難となっているため、若干の下方修正を検
討する。

資料５－２

移住希望者の相
談件数

40件
(H26)

50件
(H31)

企画財政課
調べ

36
57件

（H27）

県内在住者の来庁
による移住相談件
数が増えているた
め順調

大都市や百貨店での物産
展に併せ、移住相談会を
本年３回開催した。
イメージが伝わりやすいよ
う近隣市町の魅力も併せ、
イベントの動画などを用い
て伝えた。
外国から戸建新築をされる
などの成果もあった。

係員が少ないため、大都市
での移住相談会に１名しか
派遣できず、相談希望者の
半分にも応じることが出来
ず、不満を与えることもあっ
た。

短時間で分かりやすい説明を
行えるよう、移住に関する情報
をわかりやすくまとめたパンフ
を作成し、複数名で丁寧な対
応を行う。

・移住促進事業 企画財政課

住宅リフォーム
補助事業利用実
績数

—
25件
（H31)

産業観光課
調べ

37
24件

（H27）

予算額25件分に対
し24件の実績により
順調

町内施工業者を利用して
修繕及び補修等の工事を
行う場合、事業費100万円
を限度として、経費の一部
（上限10万円）の補助を
行った。
町民の生活環境の向上と
ともに、町内施工業者など
への経済効果があった。

町内業者には事業の説明
を行ったが、住民への周知
を広く行う必要がある。

31年度までの継続事業となる
ため、調整座談会や広報紙な
どにて、広く周知を図る。

・住宅リフォーム補助事業 産業観光課

38

制度開始から８年目を迎え
小学校就学児童も増加す
るなど顕著な成果がみえて
いる。

制度末期を迎え次の手(新
築者に対する一時金補助
など）の制度化が必要であ
る。

本制度対象者が賃貸住宅であ
るため、対象者が戸建新築に
むけ、本当の意味での定住に
繋がる事業を図る。

・若者定住促進住宅料補助 総務税政課

３-６　移住・定
住対策の推進

○民間活力による若者の定住促進
を図るため、若者定住促進住宅料補
助制度活用などによる、民間アパー
トや借家の拡充を推進するとともに、
子育てしやすい環境整備などによ
り、子育て世代の定住促進を図る。
○移住希望者の必要とする雇用や
住居などの情報を集約・提供すると
ともに、移住後のフォローアップを行
い、定住化を図る。
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綾町まち・ひと・しごと創生総合戦略　重点目標及びＫＰＩ（重要業績成果指標）等実績評価シート 資料５－２

重点項目
基本的
方向

担当課

農林振興課

A B C D E F G H I J K L M N

主要施策 施策の概要 ＫＰＩ
現況

(計画策定時）
目標値 出典等 No. 実績値 評価に対する説明 主な取組の内容及び成果 課題 課題を踏まえた方向性

主要施策に関連する事務事業など
※下線付きは都市圏ビジョンに位置付

けられている事業
担当課

４-１　キャリア
教育・学び直
しの場の提供

○恵まれた自然環境と多様な地域
資源を活用し、総合的な学習の時間
や体験活動を充実させ、自己の可能
性を最大限に発揮する能力と主体的
な態度と地域のつなぎ手を育成す
る。

地域や社会をよ
くするために何を
すべきか考える
ことがある児童
生徒率

小39.6％
中36.6％

(H26)

小40.5％
中38.6％

(H31)

全国学力・学
習状況調査

39
小49.3％
中32.9％

(H27)

小学校６年生は、低
学年から地域を学
ぶ活動などに取り
組んでいるためと考
えられ、今後は中
学校も上昇すること
が予想できる。

小中学校とも総合的な学
習の時間を核とした研究を
行っている。体験活動も豊
富に実施できている。

体験活動が増えすぎて、体
験活動することが目的とな
り、児童生徒が思考する場
面が少なくなっている。
学校と地域を結ぶ人材が
不足しており、体験活動の
調整が困難である。

学校と地域を結ぶ地域コーディ
ネーターの育成を図る。

・ふるさと教育推進事業 教育総務課

４-２　地域や
企業ニーズに
対応した人財
等の育成

○宮崎大学との包括的連携協定締
結を基に、様々な研究者・機関との
連携による「知の蓄積」を図るととも
に、地域課題や地元企業のニーズに
あった調査研究を推進する。
○専門的なスキルなどを養う講座や
研修会等への参加を支援し、経営能
力などの向上を図る。

研究者・機関と
の連携による「知
の蓄積」取組件
数（累計）

－
(H27)

2件
(H31)

エコパーク推
進室調べ

40 －

取組み件数はまだ
ないが、大学との連
携協定を締結する
ことができたため順
調

平成２７年９月に宮崎大学
との包括連携協定を締結
し、「知の蓄積」の体制を整
えることができた。

自治体として具体的にどの
ような支援や施策を講じる
ことによって、大学等の研
究機関の当町での活動を
推進できるのかが課題で
ある

ビジターセンターを整備し、支
援の相談や、来町時の拠点と
して提供することによって、活
動の推進と同時に地元企業や
町民との交流をはかり、雇用
の創出につなげていく。

・学術的研究支援事業
・研究機関との連携事業

エコパーク推
進室

オリジナリティあ
ふれる新規就農
者支援事業利用
者数（累計）

－
(H27)

10人
(H31)

農林振興課
調べ

41 －
準備段階であるた
め未評価

町内の中でも高齢化が進
む久木野々地区にスポット
をあて、研修制度と農地中
間管理機構を活用した農
業集落の活性化を目指
す。

新規就農者の就農のポイ
ントとして、農地、住居、設
備投資等、農業技術等が
ある。

農地、住居、設備投資、農業
技術等を総合的に支援できる
ような取り組みを実施していく。

・オリジナリティーあふれる新規就
農者支援事業

農林振興課

42

青年の就農意欲の喚起及
び就農後の定着を図ること
を目的に青年就農給付金
を支給した。

施設野菜に比べ露地野菜
は収量が少ないため、安定
した農業所得の確保が難し
い。

耕作可能な遊休農地等を新規
就農者にあっせんするなど、収
量を上げるための支援を積極
的に行う。

・農業後継者育成支援事業
・青年就農給付金事業

農業委員会

４-４　地元企
業への就職を
促す仕組みの
構築

○若い世代へＩＣＴ技術を活用し、地
域資源の魅力を発信するとともに、
地元企業の雇用環境などの見える
化を推進する。

人材確保支援に
関する制度事業
を利用実績

－
(H27)

2件
(H31)

企画財政課
調べ

43 －
事業利用実績がな
かったため未評価

昭和59年～10件の企業誘
致が図られた。平成27年度
は、（株）山福、綾てるはの
水の2件の誘致が図られ、
綾らしい企業誘致が行わ
れ、住民の雇用が図られ
た。

綾ブランドを求めた個人、
企業の進出の計画がある
が、現在町内にある零細企
業との競合を避ける必要が
ある。

進出企業等の実態を十分検討
する必要がある。

・移住促進事業 企画財政課

人財の育成

■教育機関や地元企業等の関係機関の連携により、地域や企業ニーズに合った人財を育成します。
■企業経営者の経営に対する認識やノウハウを高め、従業者のスキルアップを図るなど、質の高い人財の育成を促進します。
■企業のマネジメント層の人財を育成するとともに、外部からの人財登用を推進します。
■新規就農者の育成と定着化を図るとともに、農業の生産性を向上させる仕組みを構築し、農業所得の向上を図ります。
■地元企業の雇用環境などの見える化を推進し、地元企業への興味や関心を高め、就業につなげていきます。

重点目標
現況値

(計画策定時）
目標値 出典等 実績値 評価に対する説明

認定新規就農者数
4人

(H27)
20人
(H31)

農林振興課調べ 25人
平成31年度の目標を上回って確保ができたため順調
今後、目標を見直し、さらに認定新規就農者の確保に努める。

４-３　新規就
農者・農業法
人の育成

○農業支援センターと農協が連携し
行う充実した研修と営農指導により、
高い技術の習得と新規就農の促進
を図る。
○機械利用組合による農業機械リー
ス事業を展開し、新規就農者の設備
投資を抑えるとともに、農業機械の
導入支援を図り、早期の経営安定に
つなげる。
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綾町まち・ひと・しごと創生総合戦略　重点目標及びＫＰＩ（重要業績成果指標）等実績評価シート 資料５－２

重点項目
基本的
方向

担当課

企画財政課

A B C D E F G H I J K L M N

主要施策 施策の概要 ＫＰＩ
現況

(計画策定時）
目標値 出典等 No. 実績値 評価に対する説明 主な取組の内容及び成果 課題 課題を踏まえた方向性

主要施策に関連する事務事業など
※下線付きは都市圏ビジョンに位置付

けられている事業
担当課

地元企業と生産
者との異業種連
携件数

－
(H27)

4件
(H31)

農林振興課
調べ

44 －

H28年度事業実施
のため、未評価
H30年度以降確定
予定

肉用牛の１年１産を目標に
生産性向上のための畜産
技術を導入し、農家の労力
軽減や経営安定を図る。

早期離乳による疾病対策
が懸念され病気蔓延防止
のため獣医との連携が必
要。

農業共済組合のフレッシュ検
診等を活用した定期的な受診
を行ない事故防止に努め、１年
１産を達成する。

・綾町肉用牛肥育対策運用資金貸
付事業
・優良繁殖雌牛保留導入対策事業
・肉用牛支援センター農家支援対策
事業
・畜産クラスター事業（ほ乳ロボット
導入事業）
・牛温恵補助事業

農林振興課

45

農地を貸したい（売りたい）
地主と農地を借りたい（買
いたい）担い手とのマッチン
グを図るため、農地集積円
滑化団体や宮崎県農業振
興公社を活用し、農地の集
積を行った。

農地の売り手については
あっせん申出により把握で
きるが、貸し手の把握が困
難である。（農地を借りたい
というニーズは非常に多
い）

農業委員等を通じて情報の把
握に努める。
耕作可能な遊休農地の調査を
行い、貸し出しの交渉を行う。

・農地中間管理機構集積支援事業
（耕作放棄地再生利用緊急対策事
業費補助）
・機械利用組合活動推進事業

農業委員会

46

昭和59年～10件の企業誘
致が図られた。平成27年度
は、（株）山福、綾てるはの
水の2件の誘致が図られ、
綾らしい企業誘致が行わ
れた。

綾ブランドを求めた個人、
企業の進出の計画がある
が、現在町内にある零細企
業との競合を避ける必要が
ある。

進出企業等の実態を十分検討
する必要がある。

・小規模事業者特別短期融資資金
利子補給
・中小企業者特別融資保証料補助
・工芸品産業振興資金利子補給

産業観光課

コワーキングス
ペースの整備件
数

－
(H27)

1件
(H31)

企画財政課
調べ

47 －
本年度取り組んで
いないため未評価

事業化していないが、コ
ワーキングスペースの設置
場所などを検討中

先進事例などを参考に本
町のスタイルで検討するこ
とが重要。

効果的な運用が図られるよう、
先に取り組んでいる先進事例
などを参考に本町のスタイルを
模索する。

・コワーキングスペース整備事業 企画財政課

48
県央地区協議会として、県
央地区への企業誘致が図
られている。

誘致企業の認定は、県と連
携して実施しているが、町
への誘致の実績があまり
無い。

協議会としての取り組みも継続
して行いながら、町独自でも企
業誘致を積極的に実施する。

・県央地区企業立地促進事業 産業観光課

雇用の場の創出

■異業種間のマッチング、波及効果の高い産業や事業に重点して投資することで、生産性と効率性を持った取組を推進します。
■的確に企業動向を収集し、都市部からの人の流れと地元企業との連携を意識した企業誘致とコワーキングスペースの取組を展開します。
■官民における創業支援機関が支援体制を構築し、新たな市場の開拓に目を向け、創業前後における支援を充実することで創業率を高めます。
■フードビジネスや観光産業等による異業種間の連携を強化し、域内で外貨を稼ぐ取組を推進します。
■中心市街地に民間投資を生む環境を整備し、ＩＣＴ産業や商業等の集積を図ります。
■地域経済を維持・活性化していくために、女性や高齢者の雇用の場を創出し、労働力の確保を図ります。
■給与などの処遇面における雇用条件の改善を図り、若い世代の地元への定着やＩＪＵターンを促進します。
■企業の多様な働き方を促し、ワーク・ライフ・バランスを推進することで、労働の継続性を高めます。

重点目標
現況値

(計画策定時）
目標値 出典等 実績値 評価に対する説明

町内事業所従業者数（総数）
2,438人
(H24)

2,440人
(H31)

経済センサス 2,492人
H24調査から農業従業者が大きく減少しているが、医療福祉・飲食
業・生活関連サービス業などの事業所増加による雇用により従業者
数が増加した。

５-１　生産性
の向上・設備
投資の促進

○生産性を高めるため、品目の選定
や機械化などによる作業の効率性を
高め、農協と連携し、規模効果を追
求した栽培技術の確立を図る。
○農商工が連携し、新たな複合経
営、加工や流通・販売などの新たな
商業活性化の展開を図る。
○制度資金借入れに要する経費の
負担を軽減などにより、設備投資を
促進し、既存産業の技術・生産性の
向上や経営安定化を図る。
○肉用牛総合支援センターに哺乳ロ
ボットを導入し、早期離乳による分娩
間隔短縮を図り、一年一産による和
牛繁殖農家の所得向上・受胎率向
上・母牛の計画的更新・優良肉用牛
生産のための基盤づくりを推進す
る。
○作業の効率化・農業生産のデータ
ベース化を図るため、圃場管理・栽
培管理システムのサイトの構築につ
いて検討する。

５-２　企業立
地の推進

○緑が多く快適で潤いのある生活環
境、美しい自然環境と調和した雇用
力の大きい、無公害型企業（精密機
械など）の誘致を推進する。
○既存ストックを活用したコワーキン
グスペースを整備し、活用促進に向
けた支援を行い、創業を図る。
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綾町まち・ひと・しごと創生総合戦略　重点目標及びＫＰＩ（重要業績成果指標）等実績評価シート

重点項目
基本的
方向

担当課

企画財政課

A B C D E F G H I J K L M N

主要施策 施策の概要 ＫＰＩ
現況

(計画策定時）
目標値 出典等 No. 実績値 評価に対する説明 主な取組の内容及び成果 課題 課題を踏まえた方向性

主要施策に関連する事務事業など
※下線付きは都市圏ビジョンに位置付

けられている事業
担当課

雇用の場の創出

■異業種間のマッチング、波及効果の高い産業や事業に重点して投資することで、生産性と効率性を持った取組を推進します。
■的確に企業動向を収集し、都市部からの人の流れと地元企業との連携を意識した企業誘致とコワーキングスペースの取組を展開します。
■官民における創業支援機関が支援体制を構築し、新たな市場の開拓に目を向け、創業前後における支援を充実することで創業率を高めます。
■フードビジネスや観光産業等による異業種間の連携を強化し、域内で外貨を稼ぐ取組を推進します。
■中心市街地に民間投資を生む環境を整備し、ＩＣＴ産業や商業等の集積を図ります。
■地域経済を維持・活性化していくために、女性や高齢者の雇用の場を創出し、労働力の確保を図ります。
■給与などの処遇面における雇用条件の改善を図り、若い世代の地元への定着やＩＪＵターンを促進します。
■企業の多様な働き方を促し、ワーク・ライフ・バランスを推進することで、労働の継続性を高めます。

重点目標
現況値

(計画策定時）
目標値 出典等 実績値 評価に対する説明

町内事業所従業者数（総数）
2,438人
(H24)

2,440人
(H31)

経済センサス 2,492人
H24調査から農業従業者が大きく減少しているが、医療福祉・飲食
業・生活関連サービス業などの事業所増加による雇用により従業者
数が増加した。

資料５－２

創業者数（累計）
－

(H27)
6業者
(H31)

綾町商工会
調べ

49
4業者
（H27）

平成27年度新規事
業として実施し、4
件の実績があった
為順調

空き店舗対策：2件、工芸
支援：2件

事業としての支援は3年間
であり、その後の店舗、工
芸の継続性が課題。

側面的な支援の検討。
・空き店舗対策事業
・手づくり工芸応援事業補助金

産業観光課

６次産業化の取
組による商品開
発数（累計）

4件
(H27)

5件
(H31)

農林振興課
調べ

50
4件

（H27）

生産者の所得向上
に繋がっている為
順調

町内産の農畜産物を活用
した商品（綾夏ちゃん、焼
酎）を開発し、生産農家の
経営安定に繋がった。

商品開発後の安定的な販
路の確保が課題。

商品PRに注力し、顧客の確
保・リピーターの増加につなげ
るとともに、原料の品質向上に
努め安定的な生産を行なう。

・農業支援センター運営事業
・フードビジネスプロジェクト事業

農林振興課

51
工芸祭りの開催、県外展示
会への支援、ウッドスタート
の実施。

消費者ニーズの変化、売
上の減少。

継続的な支援。 ・工芸コミュニティ事業 産業観光課

５-５　中心市
街のにぎわい
の創出

○空き店舗改装などの創業支援とと
もに、公設駐車場整備に取組み、歩
いて楽しめる市街地環境整備によ
り、商業活性化やにぎわい創出を図
る。

空き店舗対策事
業を活用した出
店数（累計）

－
(H27)

5件
(H31)

産業観光課
調べ

52
2件

（Ｈ27）

飲食店1件、小売店
1件新規創業があっ
た為順調

平成27年度の新規事業と
して始めたが、2件の店舗
が創業した。

支援が3年間であり、その
後の店舗の継続が課題。

現況を把握しながら、支援策
の検討が必要。

・商工振興対策事業 産業観光課

５-６　雇用形
態の多様化・
労働力の確保

○高齢者の生きがいと就業機会を
確保するため、シルバー人材セン
ターの活用を推進する。
○テレワークが推進されるよう関係
機関が実施する助成事業などの啓
発を行うとともに、子育て中の女性
が安心して就労できるサテライトオ
フィスなどの基盤整備を検討する。

シルバー人材セ
ンター会員実人
数

160人
(H27)

170人
(H31)

福祉保健課
調べ

53
160人
（H27）

目標値を達成して
いるので順調

高齢者の技能や希望に対
応した生きがいづくりの場、
就労の場の確保を行う。

会員増加の啓発活動。
高齢者が生涯現役で社会活動
するため、社会参加への受け
皿づくり。

・シルバー人材センター運営補助 福祉保健課

５-３　創業者
への支援

○加工業の創業について、積極的に
支援し、若者が定着するような魅力
ある雇用の場の確保に努めるととも
に、販路開拓を推進する。
○制度資金借入れに要する経費の
負担を軽減などにより、設備投資を
促進し、既存産業の技術・生産性の
向上や経営安定化を図る。
○産業観光会館内に設けるチャレン
ジショップなどを活用し、育成する取
組を推進する。
○新たに工房を開業する工芸家に
対し、工房の改修費や家賃補助を行
い、手づくり工芸の活性化を図る。

５-４　新商品・
新技術等の開
発

○農商工連携などによる６次産業化
とともに、魅力ある付加価値の高い
商品開発を推進する。
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綾町まち・ひと・しごと創生総合戦略　重点目標及びＫＰＩ（重要業績成果指標）等実績評価シート

重点項目
基本的
方向

担当課

企画財政課

A B C D E F G H I J K L M N

主要施策 施策の概要 ＫＰＩ
現況

(計画策定時）
目標値 出典等 No. 実績値 評価に対する説明 主な取組の内容及び成果 課題 課題を踏まえた方向性

主要施策に関連する事務事業など
※下線付きは都市圏ビジョンに位置付

けられている事業
担当課

雇用の場の創出

■異業種間のマッチング、波及効果の高い産業や事業に重点して投資することで、生産性と効率性を持った取組を推進します。
■的確に企業動向を収集し、都市部からの人の流れと地元企業との連携を意識した企業誘致とコワーキングスペースの取組を展開します。
■官民における創業支援機関が支援体制を構築し、新たな市場の開拓に目を向け、創業前後における支援を充実することで創業率を高めます。
■フードビジネスや観光産業等による異業種間の連携を強化し、域内で外貨を稼ぐ取組を推進します。
■中心市街地に民間投資を生む環境を整備し、ＩＣＴ産業や商業等の集積を図ります。
■地域経済を維持・活性化していくために、女性や高齢者の雇用の場を創出し、労働力の確保を図ります。
■給与などの処遇面における雇用条件の改善を図り、若い世代の地元への定着やＩＪＵターンを促進します。
■企業の多様な働き方を促し、ワーク・ライフ・バランスを推進することで、労働の継続性を高めます。

重点目標
現況値

(計画策定時）
目標値 出典等 実績値 評価に対する説明

町内事業所従業者数（総数）
2,438人
(H24)

2,440人
(H31)

経済センサス 2,492人
H24調査から農業従業者が大きく減少しているが、医療福祉・飲食
業・生活関連サービス業などの事業所増加による雇用により従業者
数が増加した。

資料５－２

「仕事と家庭の
両立応援宣言」
を行う事業所数

1社
(H27)

2社
(H31)

県労働政策
課調べ

54
1社

（H27）
本年度取り組んで
いないため未評価

本年度については、「仕事
と家庭の両立応援宣言」に
対する事業は行っていな
い。

町内での事業認知度を高
める必要がある。

積極的なワーク・ライフ・バラン
スを図るため、事業所への周
知を行い、H28年度の綾町第
一次男女共同参画計画策定
後、積極的に推進する。

企画財政課

仕事と生活の両
立ができている
と思う人の割合

57.5％
(H26)

60.0％
(H31)

総合長期計
画アンケート

55 －
H31.10確定予定
次回アンケート
H31.7実施予定

H28年度に綾町第一次男
女共同参画計画策定する
ため、国の第4次男女共同
参画基本計画に基づき準
備中

総合長期計画策定事前ア
ンケートにて、

綾町第一次男女共同参画計
画を基に、ワーク・ライフ・バラ
ンスの普及を推進し、育児休
暇などが取得しやすくなるな
ど、働きやすい環境づくりを図
る。

企画財政課

56
19企業、52名が制度活用。
内新規が26名（Ｈ27）

平成22年度にスタートした
事業であるが、町内企業の
従業員の福祉の増進を図
るため、事業の継続が不可
欠。

現状を把握しながらの事業の
継続が必要。

・創業支援計画策定事業
・中小企業退職金共済新規加入助
成事業

産業観光課

５-７　雇用環
境の改善

○仕事と子育ての両立や労働力の
確保などを図るため、ワーク・ライフ・
バランスの普及を推進し、育児休暇
などが取得しやすくなるなど、働き方
の是正を図り、働きやすい環境づくり
を図る。

・男女共同参画事業
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綾町まち・ひと・しごと創生総合戦略　重点目標及びＫＰＩ（重要業績成果指標）等実績評価シート 資料５－２

重点項目
基本的
方向

担当課

産業観光課

A B C D E F G H I J K L M N

主要施策 施策の概要 ＫＰＩ
現況

(計画策定時）
目標値 出典等 No. 実績値 評価に対する説明 主な取組の内容及び成果 課題 課題を踏まえた方向性

主要施策に関連する事務事業など
※下線付きは都市圏ビジョンに位置付

けられている事業
担当課

観光入込客数
89.7万人

(H26)
98.0万人

(H31)
産業観光課
調べ

57
96.8万人
（H27）

口蹄疫による観光
客の落ち込みから
回復してきている為
順調

広域観光の取組による、海
外客の受入の実績。

海外客のための多言語案
内、海外へのＰＲ．

外国客受入のための案内板、
パンフレットの設置。海外向け
のプロモーションの検討。

・綾ひな山祭り事業
・恋人の聖地「照葉短歌賞」

産業観光課

58

ふるさと旅行券発行事業の
消費喚起として、新たな郷
土料理の創出と食と歴史、
伝統文化を融合させ、五感
で楽しむイベントによる食
の観光資源確立を図るた
め、3日間にわたり野外レ
ストランを開店した。

１回限りのイベント開催で
あるため、町民の記憶に残
らない事業となった。

目的・内容は良いため、継続
開催できるよう軽費面を工夫
するなど検討したい。

・滞在型観光イベント事業 産業観光課

59

友好交流協定を締結して
いる韓国鎮安郡訪問団の
受入と行事参加。
加盟している「日本で最も
美しい村」連合行事参加。
本年度は大阪在住の綾出
身者の交流会開催。

綾出身者の交流会を東京・
大阪とも４年毎に開催して
いるが、高齢化が進行して
いる為、多くの出身者から
開催期間の短縮を求めら
れた。

３年毎の開催により、交流機会
を増やす。

・韓国交流事業
・日本で最も美しい村連合参加事業
・綾町出身者ふるさと交流会事業

企画財政課

60

ビジターセンターを整備
し、、情報の集約・発信及
び観光をはじめとする様々
な交流活動の拠点として活
用していく。

ビジターセンターを利活用
していく人材と財源の確保
が課題である

地域おこし協力隊の活動拠点
をビジターセンターに置くことに
よって、生物多様性の保全と
社会経済の発展を協調的に実
現していく。

・ユネスコ　エコパーク推進事業（生
物多様性地域戦略）
・エコパークまちづくり協議会等推進
事業

エコパーク推
進室

61

有機農業のまちとして組織
育成に努め、生産記録の
記帳徹底、有機農業の先
進地研修等を行い若手農
業者の育成等に努める。ま
た、良質な堆きゅう肥生産
にも努め、安価な堆肥供給
を行なった。

農業者の高齢化が進み、
有機農業実践支部の会員
の確保が難しくなってきて
いる。
　生ゴミ堆肥は異物混入が
あり対策が必要。

若手農業者への世代交代を進
め、支部の活性化につなげる。
液肥は今後とも無料散布を行
ない、堆肥についてはJA堆肥
も増産してることから今後需給
バランスをみて、方向性を検討
する。

・液状堆肥工場費
・堆肥工場費
・有機農業実践振興会
・有機農業生産拡大推進事業

農林振興課

62

自治公民館の協力により、
ポット土入れ作業や公民館
管理の花壇への花の植
栽、除草作業を実施

花の種類が固定化。
新品種の育苗を行い、町の景
観向上に努める。

・花いっぱい運動 社会教育課

ブランド力の向上

■ターゲットを明確にした上で、適切な時期に適切な場所で、関心を持たせる情報発信を行います。
■観光資源のブラッシュアップや魅力ある観光商品の開発等を行うとともに、観光客の回遊性や滞在性を高めます。
■スポーツキャンプや合宿、大会誘致を図るとともに、認知度のあるプロスポーツキャンプを生かし、誘客効果の高い取組を推進します。
■観光地や宿泊施設等での観光客の利便性を高める受入環境を整備します。
■アフターコンベンションの充実やユニークベニューの創出等を図り、ＭＩＣＥの誘致を推進します。
■自然生態系農業の認証制度の強化により、消費者から信頼される農産物の提供と販路拡大を図る。
■農林水産物や加工品のブランド化を推進し、消費拡大を図るとともに、国内外への販路を拡大します。
■自然と観光施設を結ぶ遊歩道などの整備を図り、滞在時間を高め、交流を生む基盤づくりを推進します。
■景観や眺望の確保とバリアフリーによる安全と防災面強化のため、無電柱化を推進します。

重点目標
現況値

(計画策定時）
目標値 出典等 実績値 評価に対する説明

観光産業の振興が図られていると思う人の割合
49.7％
(H26)

57.0％
(H31)

総合長期計画アンケート －
H31.10確定予定

次回アンケートH31.7実施予定

６-１　綾町らし
さを活かした
取組の推進

○主要観光施設などに整備した
「MIYAZAKI FREE Wi-Fi」などを活用
し、観光情報や地域のイベントなどを
プッシュ配信することで、商業・観光
施設間の回遊性を高める。
○ユネスコ エコパークなどの国内外
からの視察にも対応できるビジター
センターの設立を検討し、情報の集
約・発信及び観光をはじめとする
様々な交流活動の拠点としての整備
を図る。
○安心安全な地元食材を用いた伝
統食の提供や伝統文化など、地域
資源と特色を生かした産業観光を推
進する。
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綾町まち・ひと・しごと創生総合戦略　重点目標及びＫＰＩ（重要業績成果指標）等実績評価シート

重点項目
基本的
方向

担当課

産業観光課

A B C D E F G H I J K L M N

主要施策 施策の概要 ＫＰＩ
現況

(計画策定時）
目標値 出典等 No. 実績値 評価に対する説明 主な取組の内容及び成果 課題 課題を踏まえた方向性

主要施策に関連する事務事業など
※下線付きは都市圏ビジョンに位置付

けられている事業
担当課

ブランド力の向上

■ターゲットを明確にした上で、適切な時期に適切な場所で、関心を持たせる情報発信を行います。
■観光資源のブラッシュアップや魅力ある観光商品の開発等を行うとともに、観光客の回遊性や滞在性を高めます。
■スポーツキャンプや合宿、大会誘致を図るとともに、認知度のあるプロスポーツキャンプを生かし、誘客効果の高い取組を推進します。
■観光地や宿泊施設等での観光客の利便性を高める受入環境を整備します。
■アフターコンベンションの充実やユニークベニューの創出等を図り、ＭＩＣＥの誘致を推進します。
■自然生態系農業の認証制度の強化により、消費者から信頼される農産物の提供と販路拡大を図る。
■農林水産物や加工品のブランド化を推進し、消費拡大を図るとともに、国内外への販路を拡大します。
■自然と観光施設を結ぶ遊歩道などの整備を図り、滞在時間を高め、交流を生む基盤づくりを推進します。
■景観や眺望の確保とバリアフリーによる安全と防災面強化のため、無電柱化を推進します。

重点目標
現況値

(計画策定時）
目標値 出典等 実績値 評価に対する説明

観光産業の振興が図られていると思う人の割合
49.7％
(H26)

57.0％
(H31)

総合長期計画アンケート －
H31.10確定予定

次回アンケートH31.7実施予定

資料５－２

キャンプチーム
数
※（　）内はス
ポーツ合宿利用
者数

351チーム
(9,304人)

(H26)

355チーム
(10,000人)

(H31)

産業観光課
調べ

63
318チーム
（8,283人）

数年間の状況は、
チーム数、人数とも
減少しており、順調
ではない

合宿受入時の細やかな対
応。参加チームの継続が
図られている。

少子化などの影響により、
チーム加入者の減少があ
る。東九州道開通により、
県北のチームが日帰りとな
り、宿泊が見込めない。

受け入れ態勢を継続しながら、
施設の整備を図り、新たな合
宿の誘致に取り組む。

・スポーツ施設等維持管理整備事
業（小田爪多目的広場整備等）
・合宿センター整備
・職業球団等キャンプ受入
・東京オリンピック・パラリンピック事
前合宿誘致事業

産業観光課

64

県水上スキー連盟と連携
し、広沢ダムを活用した水
上スキー場への合宿誘致
やそれに伴う環境整備を
行った。
有名校（立教大・福岡大・
明治学院大など）が地区公
民館にて複数回合宿を
行った。

ダム湖の為、浮遊立木によ
る競技艇のプロペラ破損や
風雨にさらされている為、
傷みがある。

H28年度に水上スキーのジュ
ニア大会を開催し、競技艇庫
などの環境整備を行い、国内
大会などを誘致したい。

・中山間活性化対策事業 企画財政課

宿泊者数
31,762人

(H26)
35,000人

(H31)
産業観光課
調べ

65
30,882人

（H27)

平成22年の口蹄疫
発生時、宿泊者数
が27,500人に落ち
込んでいたが、回
復していた。
入込客数は71,329
人増加したが、通過
型観光により、宿泊
に結びつかないた
め、順調ではない

観光客誘致のための新
聞、テレビ、雑誌等への広
告、宣伝の実施。旅行代理
店への誘致宣伝の実施。

シーズンオフの観光客誘
致。受入施設の老朽化へ
の対応。

年次的な施設整備の実施。

・観光施設Ｗｉ－Ｆｉ整備事業
・宿泊施設等維持管理整備事業（綾
川荘・てるはの森の宿）
・活性化協会施設管理

産業観光課

66

「MIYAZAKI FREE Wi-Fi」の
クラウド環境にて運用し、
災害に強い公衆無線LAN
を整備した。
（年度末整備完了）

インバウンド誘客を推進す
るからには観光情報の多
言語化が重要。

旬なイベント情報などの観光情
報をパンフレットとともに多言
語化を実施する。

・観光・防災Ｗｉ－Ｆｉステーション整
備事業

企画財政課

６-２　スポー
ツランドみや
ざきの推進

○プロスポーツキャンプ受入態勢と
施設の充実を図るとともに、新たに、
関係団体との連携による地域資源を
活かした水上スキー大会を誘致する
など、スポーツランドみやざきの取組
を推進する。

６-３　観光客
受け入れ環境
の充実

○観光施設・宿泊施設・公共施設に
おいて、「MIYAZAKI FREE Wi-Fi」な
どのＷｉ－Ｆｉ環境を整備するととも
に、観光パンフレットや観光案内板
についても多言語に対応した整備に
より、国内外からの観光客の受入環
境の充実を図る。
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綾町まち・ひと・しごと創生総合戦略　重点目標及びＫＰＩ（重要業績成果指標）等実績評価シート

重点項目
基本的
方向

担当課

産業観光課

A B C D E F G H I J K L M N

主要施策 施策の概要 ＫＰＩ
現況

(計画策定時）
目標値 出典等 No. 実績値 評価に対する説明 主な取組の内容及び成果 課題 課題を踏まえた方向性

主要施策に関連する事務事業など
※下線付きは都市圏ビジョンに位置付

けられている事業
担当課

ブランド力の向上

■ターゲットを明確にした上で、適切な時期に適切な場所で、関心を持たせる情報発信を行います。
■観光資源のブラッシュアップや魅力ある観光商品の開発等を行うとともに、観光客の回遊性や滞在性を高めます。
■スポーツキャンプや合宿、大会誘致を図るとともに、認知度のあるプロスポーツキャンプを生かし、誘客効果の高い取組を推進します。
■観光地や宿泊施設等での観光客の利便性を高める受入環境を整備します。
■アフターコンベンションの充実やユニークベニューの創出等を図り、ＭＩＣＥの誘致を推進します。
■自然生態系農業の認証制度の強化により、消費者から信頼される農産物の提供と販路拡大を図る。
■農林水産物や加工品のブランド化を推進し、消費拡大を図るとともに、国内外への販路を拡大します。
■自然と観光施設を結ぶ遊歩道などの整備を図り、滞在時間を高め、交流を生む基盤づくりを推進します。
■景観や眺望の確保とバリアフリーによる安全と防災面強化のため、無電柱化を推進します。

重点目標
現況値

(計画策定時）
目標値 出典等 実績値 評価に対する説明

観光産業の振興が図られていると思う人の割合
49.7％
(H26)

57.0％
(H31)

総合長期計画アンケート －
H31.10確定予定

次回アンケートH31.7実施予定

資料５－２

自然生態系農業
の認証件数

364件
(H26)

350件
(H31)

農林振興課
調べ

67
367件
（H27）

農業者の高齢化も
進む中、新規就農
者も増えている為
順調

自然生態系認証制度の充
実を図るため、推進会議・
実践振興会などの組織強
化を図っていく。また、平成
２６年度から日向夏みかん
を台湾に輸出を始め、生産
者の所得向上に繋がった。

消費者ニーズが多様化し
ていく中、時代にマッチした
認証制度になるよう見直
し・検討を図る。

実践振興会等の組織強化。
栽培管理記録簿の記帳徹底。
新規就農者等への制度の周
知徹底。
認証制度の見直し・検討。
日向夏みかんの輸出は継続し
て行ない認知度を高め、他の
農畜産物と併せて綾町の観光
面のPRを行う。

農林振興課

ＪＡＳ認定事業者
の認定数

11件
(H26)

21件
(H31)

農林振興課
調べ

68
11件

（H27）

数値としては伸びて
いないが、現在申
請中が３件あり、順
調に推移している
為順調

ＪＡＳ取得のネックとなって
いる書類作成の支援体制
を農業支援センターが請負
い、整備していく。

書類作成するにあたり専門
的知識が必要で、その知
識を身につけていくことが
課題。

有機JASの講習会等を継続的
に実施し、支援体制を強化す
るとともに、2020年東京オリパ
ラに向けた有機JASの必要性
を広く周知していく。

農林振興課

農産物のブラン
ド認証品の売上
額

12.1億円
(H26)

12.3億円
(H31)

農林振興課
調べ

69
12.4億円

(H27.2～H28.1)

マンゴーがふるさと
納税返礼品などで
伸びているなど売
上好調な為順調

返礼品のレギュラーとして
着実に新規顧客、リピータ
を獲得している。

返礼品としてだけでなく、直
接受注できるようファン層
を増やすことが求められ
る。

需要の増加に伴い、供給体制
を確立するため生産拡大を図
る。

農林振興課

70

九州管内での物産展を実
施し、綾町の手づくり工芸、
農産物の販売、ＰＲを実施
した。

県外では、認知度が低く、
売上が伸びない状況。

継続的な事業の継続、支援が
必要。

・綾町物産展 産業観光課

６-５　ユネスコ
エコパークを
活かした自然
と共生するま
ちづくりの推
進

○観光拠点と施設間を結ぶ遊歩道
の整備による森林セラピー基地・オ
ルレ・フットパスなどを充実させるとと
もに、自転車専用レーンなどの整備
により、環境にやさしく自然を感じな
がら心身のリフレッシュができるプロ
グラムの充実を図る。

森林セラピー・
フットパスなどの
利用者数

165人
(H26)

250人
(H31)

エコパーク推
進室調べ

71

セラピー
参加者
161人
（H27）

フットパスについて
はH28年度からの
運用となるが、森林
セラピーの利用者
は、現状値がほぼ
上限であるため順
調

森林セラピーについては、
約２０名の案内人が対応し
ている。
フットパスについては２７年
度に３地区のマップを作成
した。

森林セラピーについては、
山ヒルやダニが多く、雨天
時や温暖期の案内が困難
である。
フットパスについては案内
人の養成と利用料の設定
が必要である

森林セラピーについては、あく
まで「心身の癒やし」が主眼で
あり、深いな想いをする時季の
実施は避ける方向で実施。
フットパスについては２８年度
中に案内人養成と利用料を設
定する。

・まちづくり協議会推進事業
・自然環境ガイド事業

エコパーク推
進室

６-６　中心市
街地無電柱化
によるまちの
顔づくり

○無電柱化をはじめ、道路のグレー
ドアップ化など、ユネスコ エコパーク
としてふさわしい景観整備による癒し
を感じる都市空間形成を図る。

無電柱区間距離
（直線距離）

－
(H27)

400ｍ
(H31)

建設課調べ 72 －

H28.4月にメイン路
線である宮崎須木
線の計画が事業化
（県実施）されたた
め順調

宮崎県、電線管理者に対し
要望していた宮崎須木線
の計画が事化された
（H28.4月）

防災・安全を目的とした無
電柱化については採択さ
れたが、道路空間の高質
化については県との調整
が整っておらず協議が必要
である。また町道部の無電
柱化については電線管理
者等との合意形成が整っ
ていない。

防災面だけの無電柱化でなく
「ﾕﾈｽｺｴｺﾊﾟｰｸ」の顔づくりとし
てのまちなか高質化を図る。県
及び電線管理者との協議を早
めに行う。

・無電柱化事業 建設課

６-４　自然生
態系農産物の
ブランド化と高
付加価値化の
推進による国
内外の市場開
拓

○町内すべての生産者を対象とした
自然生態系農業の推進に関する条
例に沿った栽培管理と記帳を徹底
し、栽培管理記録を消費者に提供で
きる体制整備を推進する。
○ＪＡＳ法に基づく有機認証として、
支援体制を強化し、ＪＡＳ認定事業者
を増加させるとともに、農産物の販
路拡大と高付加価値化を図る。
○都市部の消費者との産直交流の
ために、インターネットを通じて産地
情報などを消費者に提供するＥＣサ
イトの環境整備を図る。○特産品（日
向夏みかん）の海外輸出継続によ
り、綾ブランドの定着を図り、様々な
品目の海外輸出の展開を図る。
○周辺自治体や関係団体と連携し、
農林水産物のブランド化を推進する
とともに、関係団体などが行う海外
への輸送などに要する費用の負担
を軽減し、国内外への販路拡大を図
る。
○６次産業化などで開発した商品の
販売力を高めるため、ブランド構成
要素をしっかりと検討し、動画などに
よる効果的なＰＲによる消費拡大と
販路拡大を図る。

・特産品海外販売促進対策事業負
担金（特産品販路開拓事業）
・農業支援センター運営事業
・有機ＪＡＳ認定業務
・農産加工品販路開拓支援事業
・農産物ブランド強化推進事業
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綾町まち・ひと・しごと創生総合戦略　重点目標及びＫＰＩ（重要業績成果指標）等実績評価シート 資料５－２

重点項目
基本的
方向

担当課

建設課

A B C D E F G H I J K L M N

主要施策 施策の概要 ＫＰＩ
現況

(計画策定時）
目標値 出典等 No. 実績値 評価に対する説明 主な取組の内容及び成果 課題 課題を踏まえた方向性

主要施策に関連する事務事業など
※下線付きは都市圏ビジョンに位置付

けられている事業
担当課

市街地整備がさ
れていると思う人
の割合

－
(H27)

40.0％
(H31)

総合長期計
画アンケート

73 －
H31.10確定予定
次回アンケート
H31.7実施予定

現在、綾都市計画マスター
プランを作成中。人口密集
地区（宮崎市）エリアを含め
た立地位適正化計画につ
いても検討予定。（エリア内
での民間事業者の補助も
可能となる）

広域での立地適正化計画
を策定するためには自治
体の協議、合意が必要とな
る。

広域での立地適正化計画は宮
崎市、国富町を想定している
が、それぞれの自治体でのメ
リットを打ち出す必要がある。

・立地適正化計画策定事業 建設課

74

２カ年で公共施設等総合管
理計画を策定するため、実
態把握などの準備作業を
行った。

スケジュールがタイトな中、
各課ヒアリング調査や課題
整理などが必要である。

インフラ資産などの固定資産
台帳整備と併せ、公共施設等
総合管理計画を本年度策定す
る。

・財政管理 企画財政課

７-２　広域公
共交通網の構
築

○路線バスなどの公共交通につい
ては、利用者ニーズを活かした利便
性が高く、使いやすい公共交通網の
構築を促進するとともに、利用促進
を図りバス路線の維持に努める。 路線バス本数

（平日）
40本
(H27)

40本
(H31)

企画財政課
調べ

75
40本

（H27）
増減なしの維持して
いる為順調

観光誘客による利用者増
加を図るため、まちの顔づ
くりに併せ、待合所周辺の
整備を関係者と協議を進
めている段階。

学生・観光客などの利便性
確保のため、運行本数の
増便を図る必要がある。

主要観光施設へのアクセスを
検討し、観光誘客とともに利用
者増加を図る。

・企画振興総務費（公共交通） 企画財政課

７-３　物流体
制の整備

○特産品（日向夏みかん）の海外へ
の輸送費用を補助し、農家の負担軽
減を図る。

台湾への輸送量
3.3ｔ

(H27)
6.5ｔ

(H31)
農林振興課
調べ

76
0

（H27）

H28年度産日向夏
は冷害により品質
が悪く海外輸出でき
なかった為順調で
はない

平成26.27年に台湾へ日向
夏みかんを輸出し、現地で
試食宣伝販売を行なった。
現地での評価は高いが認
知度がないため、今後とも
PR活動を行ないながら販
路拡大に努める。

現地バイヤーの評価が高
いため、今後PR活動を行
ない認知度を高める。ま
た、日向夏みかんに続く農
産物の提案も併せて行な
う。

試食宣伝販売を継続して行な
いながら、日向夏みかんはもち
ろん、他の農畜産物のPRを行
い安定した販路としての位置
づけを図る。

・特産品海外販売促進対策事業負
担金（特産品販路開拓事業）【再
掲】

※「６－４」に同事業が掲載されてお
りますが、こちらにご記入ください。

農林振興課

広域公共交通網やインフラの
維持・整備

■都市機能の維持・強化を図るため、インフラの長寿命化、公共施設の総量の最適化や質を向上させる取組を推進し、民間活力を最大限に生かした管理運営を行うとともに、公民連携による公的不動産の利活用を図ります。
■拠点間を結ぶ移動手段を確保するとともに、生活機能を維持していくため、地域の多様な主体が連携し、路線バスの維持やコミュニティバス等の運行など、地域における交通ネットワークを構築します。
■コールドチェーンを踏まえ、トラック輸送におけるネットワークの構築を図るなど物流体制を確保します。

重点目標
現況値

(計画策定時）
目標値 出典等 実績値 評価に対する説明

道路網整備充実についての満足度
49.7％
（H26）

60％
(H31)

総合長期計画アンケート －
H31.10確定予定

次回アンケートH31.7実施予定

７-１　都市機
能の集約化

○公共施設等総合管理計画を策定
し、長期的な視点をもって、更新・統
廃合・長寿命化などを計画的に実施
し、財政負担軽減・平準化を図る。
○限られた資源を集中利用し、人口
と効率的な公共サービスを維持する
ことを目指し、立地適正化計画の策
定を検討する。
○歩行者の安全性や快適性の向上
を図るため、生活道路の交通安全施
設などの設置に努め、自治公民館活
動やボランティア活動などによる美
化と維持管理を促進する。
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